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１．認定状況等について
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健康経営度調査回答数 健康経営優良法人（大規模）認定数

健康経営度調査及び健康経営優良法人(大規模法人部門)について

健康経営度調査回答数、健康経営優良法人（大規模法人部門）認定状況の推移

⚫ 令和4年度健康経営度調査（第9回）の回答数は、前回から300件増加の3,169件（うち、上
場企業は1,127社）。認定数は、前回から377件増加の2,676件。

※令和5年3月時点
（法人数）

回答数：＋300件
認定数：＋377件

3



20

25

30

35

40

45

50

55

60

65

70

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36

偏
差
値

得点 平均値 最大値 2022健康経営銘柄選定企業

（参考）令和4年度健康経営度調査の評価結果の業種別分布
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※最大値の企業と健康経営銘柄2023の企業が同一の場合は、後者(紫色)で表示。 ※各業種の括弧内の数字は回答件数を表し、回答件数100件以上の業種には水色塗り。

最大値 平均値 健康経営銘柄2023 令和4年度健康経営度調査回答企業

（n＝3,169）



健康経営銘柄2023

⚫ 令和5年3月、第9回となる「健康経営銘柄2023」として31業種49社を選定。

5



健康経営優良法人(中小規模法人部門)について

⚫ 健康経営優良法人2023(中小規模法人部門)の申請数は、前回から1,552件増加の14,401件。
認定数は、前回から1,757件増加の14,012件。

健康経営優良法人（中小規模法人部門）申請・認定状況の推移
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申請数：＋1,552件
認定数：＋1,757件

※令和5年3月時点
（法人数）



健康経営優良法人2023(中小規模法人部門)の都道府県別の認定数
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※令和5年3月時点

⚫ 都道府県別では、沖縄県、茨城県、広島県の順に前年度比増加率が高い。

都道
府県

2022 2023 増加率

北海道 419 461 110% 新潟県 184 227 123% 滋賀県 153 185 121% 徳島県 95 118 124%

青森県 122 125 102% 富山県 79 87 110% 京都府 281 294 105% 香川県 130 155 119%

岩手県 108 117 108% 石川県 152 143 94% 大阪府 1,717 1,831 107% 愛媛県 154 149 97%

宮城県 266 349 131% 福井県 92 119 129% 兵庫県 628 650 104% 高知県 117 116 99%

秋田県 122 130 107% 山梨県 78 90 115% 奈良県 116 135 116%

山形県 244 277 114% 長野県 434 484 112% 和歌山県 88 87 99% 福岡県 274 348 127%

福島県 258 249 97% 佐賀県 80 75 94%

茨城県 110 172 156% 岐阜県 223 284 127% 鳥取県 72 86 119% 長崎県 100 107 107%

栃木県 144 155 108% 静岡県 434 482 111% 島根県 134 142 106% 熊本県 189 214 113%

群馬県 226 247 109% 愛知県 1,318 1,647 125% 岡山県 444 466 105% 大分県 89 89 100%

埼玉県 249 267 107% 三重県 236 273 116% 広島県 284 400 141% 宮崎県 81 85 105%

千葉県 218 242 111% 山口県 120 141 118% 鹿児島県 163 199 122%

東京都 700 893 128% 沖縄県 47 75 160%

神奈川県 283 345 122%
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健康経営優良法人2023(中小規模法人部門)の業種別の認定数

業種名 2022 2023

農業 17 19

林業 14 11

漁業 4 7

鉱業 3 4

採石業 10 10

砂利採取業 0 0

建設業 2,591 3,130

製造業 2,545 3,039

電気・ガス・熱供給・水道業 89 102

情報通信業 474 549

運輸業 1,011 1,089

郵便業 0 0

卸売業 854 1,038

小売業 549 602

金融業 167 158

保険業 591 620

不動産業 238 274

物品賃貸業 42 50

学術研究 8 8

業種名 2022 2023

専門・技術サービス業 505 575

宿泊業 29 33

飲食サービス業 95 97

生活関連サービス業 142 136

娯楽業 28 35

教育 25 31

学習支援業 44 41

医療 62 57

福祉 250 236

複合サービス業 34 29

サービス業（他に分類されないもの） 949 1,065

公務（他に分類されるものを除く） 0 0

その他 267 321

不明 10 16

特定非営利活動法人 21 21

医療法人、社会福祉法人、健康保険組合等保険者 198 205

社団法人、財団法人、商工会議所・商工会 354 368

公法人、特殊法人（地方公共団体、独立行政法人、
公共組合、公団、公社、事業団等）

35 36

合計 12,255 14,012

※令和5年3月時点
⚫ 業種別では、建設業の認定数がトップで、製造業、運輸業が続く。
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健康経営度調査フィードバックシート（評価結果）の一括開示
⚫ 令和5年3月8日、2,238法人分（前年度比+238）のフィードバックシートを健康経営優良法
人認定事務局ポータルサイトで一括開示。業種別の開示数は下表のとおり。

※令和4年度健康経営度調査の中で開示可否に係る各社の意向を確認。

数確認

業種名
フィードバックシート

開示数
参考：

調査回答数
開示割合

水産・農林業 3 4 75%
鉱業 2 2 100%
建設業 79 122 65%
食料品 50 79 63%
繊維製品 12 17 71%
パルプ・紙 10 15 67%
化学 76 114 67%
医薬品 33 48 69%

石油・石炭製品 3 6 50%
ゴム製品 12 16 75%

ガラス・土石製品 15 18 83%
鉄鋼 16 21 76%

非鉄金属 14 23 61%
金属製品 29 45 64%
機械 53 101 52%

電気機器 119 168 71%
輸送用機器 112 147 76%
精密機器 25 34 74%
その他製品 36 48 75%
電気・ガス業 19 24 79%
陸運業 42 60 70%
海運業 3 5 60%
空運業 16 17 94%

倉庫・運輸関連業 14 23 61%
情報・通信業 272 394 69%
卸売業 188 276 68%
小売業 275 388 71%
銀行業 70 85 82%

証券、商品先物取引業 6 8 75%
保険業 38 44 86%

その他金融業 26 38 68%
不動産業 53 68 78%
サービス業 307 451 68%

医療/社会福祉法人、健保組合 110 125 88%
社団・財団法人、商工会議所・商工会 36 51 71%
士業/NPO/公・特殊/その他法人 64 84 76%
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（参考）フィードバックシートによる開示の内容

⚫ 今年度のフィードバックシートでは、従来から記載していた偏差値、推進計画、効果検証結果に加え、
経営会議での議題化の内容・回数、情報開示媒体URL、各種施策への従業員の参加率等の情
報についても参照可能。

⚫ オープンデータとして、健康経営企業が他社の取組を参考にしたり、求職者や投資家等ステークホル
ダーが企業間比較に用いたりすることを想定。PDFに加え、Excelでも公開。



２．次年度調査設問等の改訂について

－１. 業務パフォーマンス指標に関する開示
－２. 労働安全衛生に関する開示
－３. 仕事と育児・介護の両立支援
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２－１．業務パフォーマンス指標に関する開示

12

測定している
“測定結果”を開示している

“測定方法”を開示している

単年度分のみ 複数年度分

アブセンティーイズム 1,823
（57.5%）

156
（4.9%）

428
（13.5%）

423
（13.3%）

プレゼンティーイズム 1,205
（38.0%）

197
（6.2%）

372
（11.7%）

440
（13.9%）

ワークエンゲイジメント 1,683
（53.1%）

215
（6.8%）

466
（14.7%）

487
（15.4%）

令和4年度健康経営度調査Q19SQ3、SQ3SSQ1、Q71より（n=3,169）

【用語説明】
• アブセンティーイズム（傷病による欠勤）
• プレゼンティーイズム（出勤はしているものの健康上の問題によって完全な業務パフォーマンスが出せない状況）
• ワークエンゲイジメント（仕事へのポジティブで充実した心理状態）

⚫ これまでのWGにおいて、健康経営の取組の深化にあたっては業務パフォーマンス指標をより重視し、
各社の開示や分析を推進すべきとの意見をいただいたところ、今年度の調査では現状把握を目的(※)

として、「複数年度分の測定結果」及び「測定方法」の開示についても問うた。

⚫ 下表のとおり、既に一定数の企業が開示に取り組んでいる状況に鑑み、更なる促進に向けて次年度
の調査では新たに評価対象としてはどうか。

(※)評価には使用していない。
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２－２．労働安全衛生に関する開示

⚫ 労働安全衛生について、前回WGの議論や国際的な開示基準の動向等を踏まえ、以下２点の改
訂を行ってはどうか。

② 各指標の開示状況を問う設問において、労働安全衛生に関する以下の選択肢を追加する。

参考：令和4年度調査票Q19.SQ3. 「健康経営に関連する各指標について、どのような実績値を開示していますか。」（いくつでも） ※注記省略

参考：令和4年度調査票Q19.SQ2. 「目的と体制以外にどのような内容を公開していますか。」（いくつでも） ※注記省略

① 健康経営の目的・体制の開示有無を問う設問において、労働安全衛生も含めることを必須とする。

参考：令和4年度調査票Q19. 「健康経営の推進に関して会社全体の目的と体制を社外に公開していますか。」（１つだけ） ※注記一部省略

⇒ 修正案： ◆労働安全衛生に加え、健康経営の目的・体制を公開している必要があります。

* 度数率＝100万延実労働時間当たりの労働災害による死傷者数
** 強度率＝100万延実労働時間当たりの労働損失日数
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（参考）労働安全衛生に関する開示の基準（人的資本可視化指針より）

（出所）内閣官房新しい資本主義実現本部事務局
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（参考）労働安全衛生に関する開示の事例（トヨタ自動車株式会社）

（出所）トヨタ自動車株式会社「統合報告書2022」



参考：令和4年度調査票Q44
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２－３．仕事と育児・介護の両立支援

⚫ 多様な従業員が心身ともに健康を維持しつつ業務パフォーマンスを向上させていくためには、育児や介護
といった個別事情に応じた働き方への支援等が重要となっている。

⚫ 現行の調査票では、「適切な働き方の実現に向けた取組」の設問(※)において労働時間・休暇等の勤務
制度を評価しているところ、次年度の改訂により、新たに「仕事と育児・介護の両立支援に関する取組」
についても問うこととし、評価対象としてはどうか。

⚫ また、各種支援制度の利用率についても併せて問うてはどうか。（次年度は評価には使用しない。）

多様な従業員のパフォーマンスを引き出すための支援として、どのような取り組みを行っていますか。（いくつでも）

※なお、最新の社会情勢等を考慮しつつ、
新型コロナウイルスへの対応に関する
設問の見直し・削除も検討する。
それに合わせ、テレワーク等の取組に関
する選択肢は、左図Q44への反映を
検討する。

(※)令和4年度調査票Q44

追加設問イメージ

＜育児＞
• 育児との両立に関する研修、企業内両親学級等の開催
• 男性育休の取得促進（管理職への教育など）
• 柔軟な勤務制度（転勤配慮、週休３日制など）
• ベビーシッター等の育児費用への金銭補助 等

＜介護＞
• 介護との両立に関する研修、情報提供・相談窓口
• 柔軟な勤務制度（転勤配慮、週休３日制など）
• 見守りサービス等の介護費用への金銭補助 等
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（参考）仕事と育児の両立について

（出所）厚生労働省「今後の仕事と育児・介護の両立支援に関する研究会（第1回）資料4」
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（参考）仕事と介護の両立について
令和5年3月14日産業構造審議会

経済産業政策新機軸部会 資料3「新しい健康社会の実現」



３ 健康経営施策の今後の展開

－１. 中小企業への普及拡大
－２. 健康経営を支える産業の創出
－３. 健康経営の国際展開

19



20

３－１．中小企業への普及拡大
中小企業向け補助金における審査加点

⚫ 「ものづくり補助金」をはじめ、中小企業を対象とした以下の補助金審査の加点対象に「健康経営
優良法人に認定された事業者」が追加された。

補助対象 補助内容 開始時期

ものづくり・商業・サービス生産性向
上促進補助金

革新的製品・サービスの開発又は生産プロセス
等の改善に必要な設備投資等を支援する

補助率1/2もしくは2/3、
補助上限額2,250万円*
＊従業員数・申請枠・類型により異なる

令和5年1月11日～
（第14次）

IT導入補助金
生産性向上に資するITツール（ソフトウェア・サー
ビス等）の導入を支援する

補助率1/2、補助上限額450万円
令和5年3月下旬

予定

事業継承・引継ぎ補助金
事業承継を契機とした経営革新的な取組や、
専門家を活用した事業の引継ぎを支援する

補助率1/2もしくは2/3
補助上限額600万円

※経営革新事業は一定の賃上げ要件を満たすと最大
800万円

令和5年3月中旬
予定

Go-tech補助金
中小企業等がものづくり基盤技術及びサービスの
高度化に向けて、大学・公設試と連携して行う
研究開発を最大3年間支援する

中小企業等は補助率2/3以内
通常枠：最大9,750万円

出資獲得枠：3年間合計3億円以下
令和5年2月22日～

（出所）ものづくり補助金総合サイトより抜粋【例：ものづくり補助金】
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⚫ 日本政策金融公庫の「働き方改革推進支援資金（企業活力強化貸付）」における貸付対象
に、「健康経営優良法人の認定を受けている方」が追加される予定。

⚫ ホワイト500又はブライト500には更なる優遇利率が適用される。

３－１．中小企業への普及拡大
中小企業向け融資における特別利率の適用

利用できる方 健康経営優良法人の認定を受けている方

資金の使いみち 「働き方改革」に取り組むために必要な設備資金や長期運転資金

融資限度額 ７億２千万円

利率（年）

⚫ 健康経営優良法人の認定を受けている方
：2億7千万円まで 特別利率①（※）

⚫ うちホワイト500又はブライト500の認定を受けている方
：2億7千万円まで 特別利率②（※）

⚫ 2億7千万円超 基準利率（※）

返済期間
⚫ 設備資金：20年以内（うち据置期間2年以内）
⚫ 長期運転資金：7年以内（うち据置期間2年以内）

（※）基準利率：1.20%、特別利率①：0.80%、特別利率②：0.60％（いずれも令和5年3月1日時点。貸付期間5年の場合。）
上記利率は、標準的な貸付利率であり、信用リスク（担保の有無を含む。）等に応じて所定の利率が適用される。
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３－２．健康経営を支える産業の創出
健康経営関連サービスの把握

⚫ 今後、健康経営支援サービスのプラットフォームを検討するため、次年度調査票では、自社が抱え
る健康課題に対し、どのような外部サービスを導入しているか問うてはどうか。（評価には使用し
ない。）

（参考）健康長寿産業連合会健康経営ワーキングが作成する「健康経営 先進企業事例集」では、具体的な
施策内容と、サービスの名称・提供元社名等をまとめている。

（出所）健康長寿産業連合会健康経営ワーキング「健康経営 先進企業事例集」より抜粋
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⚫ 健康経営企業が、自社の健康課題に対し、エビデンスに基づき質の高いサービスを受容できる環境
整備が求められる。

⚫ 次年度委託事業において、まずは健康経営でニーズが高いと考えられるメンタルヘルス領域から、
健康経営企業がエビデンスに基づきサービスを選択できる仕組みの検討（自社の健康課題の特
定や、その解決に資するサービスの可視化等）を行う。

供給側需要側

サ
ー
ビ
ス
提
供
事
業
者

健
康
経
営
企
業

価格以外の情報も含め、
需要側が比較可能な形で

サービスを可視化

自社の健康課題に応じ、
エビデンスに基づき
サービスを選択

３－２．健康経営を支える産業の創出
健康経営企業が抱える課題と支援サービスのマッチングに向けた検討

サービスを
比較検討
できる仕組み

（仕組みのイメージ）

令和4年度調査票Q72.SQ1. 「施策内容および結果、施策の効果検証結果
等を具体的にお答えください。」の課題のテーマ

30.33%

27.19%

26.49%

23.32%

20.38%

14.83%

11.03%

8.20%

7.78%

4.71%

メンタルヘルス不調等の発生予防等

全従業員に対する疾病の発生予防

労働時間の適正化、ワークライフバランス

生活習慣病等に対する重症化予防

従業員の喫煙率低下

従業員の感染症予防（インフルエンザ等）

従業員間のコミュニケーションの促進

女性特有の健康関連課題への対応

従業員の生産性低下防止・事故発生予防

休職後の職場復帰、就業と治療の両立
(n=2,865)

（参考）健康経営の施策内容を問う設問では、「メンタルヘルス
不調等のストレス関連疾患の発生予防・早期発見・対応」を課
題テーマとして選択する企業が最も多い。
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（参考）健康経営企業とサービス提供事業者の連携事例

（出所）令和5年3月10日「健康経営アライアンス」設立に関する記者発表会オフィシャル提供素材より抜粋

「健康経営®アライアンス」設立概要

➢ 令和5年度内に、300社の参画を目指すこととしている。

1. 生活習慣病由来の重症疾患とメンタル不調による休退職といったハイリス
ク者へ ソリューションを提供し、社員の健康と組織の生産性を向上する。

2. 参加企業の人事部門・健康保険組合は、データ利活用に必要な知識や
ノウハウを習熟し、その価値を最大限に引き出す施策を立案・実行する。

3. 健康経営アライアンス参画企業への製品・サービス提供とその効果検証を
通じて、実効性の高いソリューションを確立する。

4. 上記 1～3 の成功事例をモデル・標準化し、アライアンス外の企業にも広
く展開し、実装することで、日本の産業界を“元気”にする。

ミッション

設立予定日

代表幹事会社
（50音順）

参加対象

会員構成

主な活動内容

健康経営の型づくりと成果創出のためのソリューションの共創および産業界への実装

2023年6月予定

企業（法人）、省庁、学術機関（大学・研究所）、関係団体を想定

味の素株式会社、SCSK株式会社、オムロン株式会社、
キリンホールディングス株式会社、株式会社島津製作所、
株式会社JMDC、 日本生命保険相互会社、株式会社三井住友銀行

代表幹事・幹事・会員・協力

問合せ先

https://www.omron.com/alliance/

https://www.omron.com/alliance/
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３－３．健康経営の国際展開
海外事業所等も含む健康経営の取組調査

⚫ 健康経営の国際展開の検討にあたり、まずは海外の現状を把握することを目的に、次年度調査
票では、海外事業所を有する法人に対し、その取組内容をアンケート形式で問うてはどうか。
（評価には使用しない。）

• 従業員自らが健康的な生活を実践し、「Health Provider」
として、家族や近隣住民、インドネシア社会全体を健康にして
いくことを目指す。

• 定期健診による各指標管理と連動し、最近では社食をヘル
シーメニューに改良。（KPI：Aグレードの従業員比率 2022
年14％⇒2030年40％）

• 2023年からは独自の「認証バッジプログラム」を創設し、ゲーミ
フィケーションで健康行動を誘発する取組を開始予定。

認証バッジ付き
メールプロフィール画像

（イメージ）

知識の習得 他者も健康に → 社会に影響

↓ ↑ ↓

態度の変容 他者に影響 社会の幸福

↓ ↑ ↓

行動の実践 → 健康になる 会社Loyalty向上

取組事例：インドネシア味の素社取組事例：ベトナム味の素社

• 生活習慣病予防を目的に、栄養教育（例：おいしい減塩・
減脂、野菜・果物の摂取促進）や定期健診項目の拡充等
を実施。

• また、スポーツイベントやクッキングコンテスト等を開催し、従業
員の健康への意識向上を促進。

• これらの取組の結果、各指標の改善が見られる。

（出所）味の素グループ各社提供資料

グローバルの方針において、「味の素グループで働いていると、自然に健康になる」を目指す姿として、
各国各法人がその国の健康課題・生活習慣を踏まえた施策を展開するように推奨している。

参考：味の素グループの事例
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（参考）海外事業所等における健康経営の事例

⚫ オムロン株式会社では健康づくりに関するグループ共通の定量目標「Boost 5」（運動、睡眠、メンタルヘルス、
食事、タバコ（禁煙）の５項目）を設定し、国や地域ごとに親しみのある方法で注力テーマに取り組んでいる。

（出所）オムロン中国ウェブサイト

＜2021年度実績＞
➢ 健康経営の推進度89.2％（前年度＋4.4p）
➢ 「Boost5」の達成度 49.4％（前年度＋4.1p）

オムロンアメリカ オムロン中国

健康づくりに関するセミナーや、全従業員対象のウォーキング活
動、歩数計・アプリによるカロリー消費チェックなどを実施し、
「Boost５」への達成度を定量的に把握し、ウェブサイトで公表
している。

社員それぞれが運動に関連した目標を立て、自ら実施した様
子を社内SNSに投稿する「サマーウェルネスチャレンジ」プログラ
ムを実施。

実施にあたっては運動習慣の定着にとどまらず、「アクティブに、健
康で、社員同士のつながりを深める」ことをコンセプトとしている。

（出所）オムロン株式会社ウェブサイト「活力に満ち溢れ、イノベーションの創出を支える健康経営」

【目標・実績の公表】

オムロン株式会社の事例


